
環境パフォーマンス�

グリーン設計�1

グリーン設計、すなわち環境に優しい製品設計を容易に実行するためのインフラストラクチャー整備に
取り組んでいます。従来の「設計審査基準」に加えて、新たに「グリーン設計のための基準」などを追加
整備しました。
設計部門の設計担当者は、各自のパソコンでイントラネットを通じて各種技術社内標準の設計支援
ツールを利用して環境配慮の設計を行なっています。

■環境調和型製品の設計基準とアセスメント基準

■LCAツールの構成図

■LCAシートの実施例

1）設計支援ツール

設計者に対して、環境調和型製品を設計するためには、どのように

設計したら良いのか、また、どのように評価したら良いのかを支援する

ガイドラインや基準を充実させる活動を1997年度から開始しました。

1999年度は、ライフサイクルアセスメント基準を作成しました。

①ライフサイクルアセスメント基準

製品の製造から、使用、流通、廃棄にいたるライフサイクルにおける

環境側面と、潜在的影響を評価する技法の一つとしてライフサイクル

アセスメント（ＬCA）があります。

このＬCA技法を使用し、製品をエネルギー使用量やCO2排出量等

で定量的にかつミクロ的に把握するツールを開発しました。データ

ベースは、資源環境技術総合研究所の“ＮIRE-ＬCA”をベース

として使用しています。

このライフサイクルアセスメント基準は、“製品設計における環境

アセスメント基準”と同様に、設計の初期から実施しています。改善

のガイドラインは、CO2排出量25％削減を目標とし、あくまでも設計に

環境負荷低減の視点を盛り込むことを狙いとしています。
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3）グリーン設計の実施例

①DAQSTATION　DX200

記録紙、記録ペン、インクリボンカセットを消耗しないゼロエミッション

にふさわしいレコーダ、DAQSTATIOＮ DX200（ＬCD10.4型）が

誕生しました。記録紙、記録ペンの代わりにTFTカラーＬCD表示器

と電子メディア（フロッピーディスク、メモリーカード、ZIPの中から

選択）を採用しています。このため紙類、インク類、樹脂類の地球資源

を消耗しません。また、製品自体の部品点数も大幅に削減され、組立

工数、分解時間も削減されました。環境アセスメント評価の結果、

ペーパーレスレコーダーDAQSTATIOＮ DX200は従来製品の

チャートレコーダμR1800に比較して42％改善されました。

2）環境ラベル

1999年9月より、ISO 14021で規定されているタイプIIの自己宣言の

環境ラベル認定基準及び運用規程を定めました。認定基準は、

環境調和型製品設計ガイドラインに基づいて設計し、環境アセスメント

基準に合格した製品であること、さらに、従来製品もしくは他社類似

製品よりも優れた環境配慮がなされていると判断される製品に使用

します。

この環境ラベルは計測器メーカーでは初めてのもので、緑の葉プラス

創業時の扱い品目である指示計器をモチーフとしたデザインで、

このラベルの下部に対象製品の特筆すべき改善点や主張点を記入

して環境情報を表示します。

環境ラベルはお客様の環境負荷計測に役立つ製品から適用を

開始し、1999年度はDAQSTATION DX100/DX200、デジタル

オシロスコープ DL7100、パワーアナライザー PZ4000、デジタル

オシロスコープ DL1540C/CL、データロガー MV100の5種類を

認定し販売資料に環境ラベルを表示しています。さらにインターネット

のホームページでも公開しています。

DAQSTATIOＮ
DX200

航空機搭載用液晶表示器

■航空機搭載用液晶表示器の新製品と従来品の主なアセスメント項目比較

■DX200（新製品）とμR1800(従来品)の主なアセスメント項目比較

②航空機搭載用液晶表示器

航空機搭載用液晶表示器は、航空機の姿勢・速度・高度等の機体

情報を、シンボルとして液晶に統合表示する装置です。

実装回路および使用部品の見直しによる消費電力の削減、筐体の

アルミ材削り出しから板金への変更による使用アルミ材料削減を

行ない、従来設計に比べ、消費電力で33％、使用アルミ材で35％の

削減を達成しました。
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環境パフォーマンス�

2）環境にやさしい洗浄技術

①HCFC代替洗浄技術の確立

第2世代フロンと呼ばれているHCFCは、オゾン層破壊につながると

して、モントリオール議定書において2020年までに全廃することが

決定しています。

YOKOGAWAグループでは実装基板のフラックス洗浄用として

HCFCを使用していますが、洗浄しない無洗浄化技術の確立に

より、HCFC全使用量の1／3を削減するとともに、数種の代替洗浄

技術の確立により、HCFCの全廃のめどが立ちました。すでに本社

工場と横河エレクトロニクスでは、加工部品洗浄を中心に3ラインの

HCFC廃止を実現しています。

グリーン生産�2

YOKOGAWAグループでは、環境保全のために省エネ・省資源化を目指して、「E（Environment）＋
QDC（Quality／Delivery／Cost）」活動を実践してきました。
製造ラインの構築は、環境負荷発生回避・極小化を図るため、新製品の企画段階から製品開発者と一体
となって工程の設計を実施し、省エネ・省資源を目指しています。この考えに基づき「生産工程設計基準」
を環境配慮型の基準に改訂し、横河電機独自の生産システム「NYPS」と融合させて、グローバルでの
環境調和型生産を徹底していきます。
以下にグリーン生産の実施例を示します。

1）一体化板金部品

甲府事業所では、従来42部品から構成されていた機能のものを、

メインフレーム1枚の薄板アルミニウム板に一体化しました。この結果、

従来の設計品と比較して40％の軽量化を実現し、材料の無駄を省い

ただけでなくプラスチックモールドカバーなどとの組み合わせにより

全体の強度も高めることができました。

一体化板金部品

■代替洗浄システムフロー図

洗浄液� リンス液� リンス液�

第一槽�
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（リンス液蒸気）�

②トリクロロエチレン全廃の取り組み

トリクロロエチレン全廃に向けて、洗浄品質の評価方法、製造ラインの

要求に適した洗浄方法を検討したうえで、環境負荷の少ない生産

ライン用の洗浄機を開発して製造ラインに導入しています。

鉛の経路�

プリント基板�

土壌�

地下水�

人体�

中枢神経障害�

日　本�
2001年4月�

家電リサイクル法施行�
（回収責任・無害化）�

E U（第4次ドラフト）�
2008年1月�

電気電子機器廃棄物指令�
（鉛全廃宣言）�

3）鉛フリーはんだの実用化

鉛フリーはんだは従来の鉛はんだに比べて、溶融温度が高い、酸化物

の発生が多い、はんだ付け性が悪いなど、品質保証された実用化に

は乗り越えなければならないハードルがたくさんあります。

同一プリント配線板上で熱容量の大きな部品と小さな部品を、同時

に自動はんだ付けできるようにするため、フラックス、電子部品、プリント

配線板、はんだ付け設備や前処理工程など実装技術の総合的な

検討を行なっています。

現在、片面基板については、鉛フリーはんだを使用したフローはんだ

付け技術を確立し、実用化の見通しがつきました。

塗装前部品用の
温水洗浄装置

■鉛規制動向
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グリーン工場・オフィス�3

電力や都市ガスの使用によるCO2、ＮOx、SOx等の排出は、地球温暖化への影響や大気汚染、酸性雨
をもたらし、また生産の過程で排出される廃棄物や排水なども様々な側面で環境問題に関わって
います。YOKOGAWAグループはこのような現実を踏まえ、環境負荷削減に取り組んでいます。
環境負荷削減の推移は次の通りです。
（注）エネルギーおよび廃棄物1999年度削減実績の理由の一つは、本社工場からのプリント板製造設備の転出でした。

■エネルギーCO2排出量（CO2換算）／9サイトの合計値のトレンド

1）省エネルギー

生産現場ではエネルギーロスの少ない生産技術・設備の導入、

エネルギー管理の徹底などにより削減を図ってきました。

冷暖房設備についても環境に配慮した省エネタイプに更新し、ガス化

も考慮しながらより環境に優しい設備を導入しています。

4）高精度の無害化を達成した排水処理設備

本社工場では、プリント板製造部門の転出に伴い、排水処理設備を

更新しました。すなわち、めっき排水を無害化処理して放流する

一方、沈殿分離した汚泥をリサイクルする高精度の排水処理設備の

更新です。床面積を従来と比較して1／4に削減し、点検可能な2重

構造の貯槽を備えて漏洩防止に万全を期しています。水洗水の循環

再使用による排水量の大幅削減に加え、めっきラインからの排水量を

極力減らすためにシャワー洗浄や多段式水洗方式等を採用すると

ともに、有害薬品使用量の削減や無害化処理の水質向上を図る

ため、水質別に10系統に分別し処理を行なっています。

とくに、最新鋭の精密濾過装置（マイクロフロー）により処理された

排水は、沈殿法に比べて金属中和物の流出がなくなり、下水放流

水質を格段と向上させることができるようになりました。また、脱水

汚泥は再生業者により金属回収し、鉱滓はセメント原料として完全

リサイクルを実現しました。

濃縮廃液�

無害化処理� 隔膜ろ過� 完全リサイクル�

下水�
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イオン変換� 調整�

めっき表面�
処理工場�

■排水処理設備
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ガス�

電気（電気事業連合会のCO2換算係数による）�

■エネルギーCO2排出量（CO2換算）1999年度
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削減率�

●本社工場
・コジェネの発電比率のアップ
・省エネトランス設置
・空調機、ファンのインバーター化

●甲府事業所
・電力モニターによる運転管理
・コンプレッサーの台数制御
・ポンプ、ファンのインバーター化

■主な設備の省エネ事例
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環境パフォーマンス�

2）廃棄物（リサイクルを除く）の削減

発生した産業廃棄物の処理方法には、分別によるリサイクル、中和に

よる無害化、可燃物の焼却、不燃物の埋立処分があります。

YOKOGAWAグループでは廃棄物ゼロを目指して、発生の抑制

およびリサイクルの強化をより一層推進しています。

「混ぜればゴミ、分ければ資源」を合言葉に分別活動を徹底するこ

とにより埋立廃棄物を減らし、最後に残った不燃物もガス化溶融炉

によるリサイクル化で「埋立廃棄物ゼロ」を目指します。まず本社

工場が先頭にたって2000年7月に実現しました。さらに各サイトに順

次展開します。

3）紙の使用量の削減

森林保護の観点から紙の使用量の抑制や、OA用紙、名刺、PR紙等

について積極的に再生紙を使用しています。

さらに、YOKOGAWAグループ全体のペーパーレスを推進するた

めに、ネットワークを利用した電子化を推進するとともに、大量に紙を

排出するコンピュータシステムのペーパーレス化やドキュメントの

CD-ROM化を海外ネットワークを通じて拡大し、紙使用量の削減に

取り組んでいます。

100%�
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495 476

計画�
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用
量�
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■紙の使用量／9サイト合計値のトレンド■廃棄物量（リサイクルを除く）／9サイト合計値のトレンド

（単位：ton）�0 50 100 150 200 250 300 350 400 450 500

甲府事業所�

本社工場�

横河ファインテック�

横河エレクトロニクス�

横河プレシジョン�

国際チャート�

横河レンタリース�

横河フローテック�

横河M&C

廃酸、廃アルカリ�

破砕埋立�

焼却�

■廃棄物量（リサイクルを除く）1999年度

（単位：ton）�0 50 100 150 200 250 300 350 400 450 500

本社工場�

甲府事業所�

横河レンタリース�

横河M&C�

横河プレシジョン�

横河エレクトロニクス�

横河ファインテック�

国際チャート�

横河フローテック�

■紙の使用量 1999年度
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グリーン調達�4

製品を作るためには、社外からの資材や部品の購入が必要になります。また、社外に加工や組立の協力
をお願いする場合があります。これら調達先の生産活動の場でも、環境負荷を小さくし、地球に優しい
生産活動の努力が望まれます。
YOKOGAWAグループは「法の遵守」、「公正・公平な購買取引」、「門戸開放」の調達三原則に加えて、
「環境保全」に配慮したグリーン調達活動を展開実施しています。



14

1）グリーン調達活動

環境負荷の少ない資材・部品・製品の購入を目的とし、一般資材業者

および外作加工業者に対しYOKOGAWAグループの環境理念に

沿った企業活動の協力をお願いしています。

調達部門の1999年度のグリーン調達活動は次の通りです。

取引金額の上位から総額の70％までの取引先を選定し、一般資材

業者68社、外作加工業者51社について環境保全活動状況の調査を

行ないました。調査項目には環境マネジメントシステム認証取得の状況、

企業理念･組織･遵法、環境側面と管理の状況、緊急事態の訓練及

びその他の教育、物流と梱包、環境負荷量などが含まれています。

これらの調査で回答のあった一般資材業者61社、外作加工業者49社

について、環境保全活動状況の評価を行ない、評価結果をA／B／C

の3ランクに区分して調達管理システムに登録しています。

それらの取引先の中から指導対象を選び、YOKOGAWAグループの

環境方針に沿って、環境負荷を低減するための具体的な取り

組みと、有害物質規制や省エネなどの環境保全への協力要請など

を実施しました。1999年度は外作加工業者8社に対して訪問指導を

行ないました。 グリーン購入品例

2）事務用品のグリーン購入活動

事務用品等の取り組みでは、全117アイテムのうち72アイテムをエコ化

検討対象商品であると判断し、その中の変更可能な66商品

（グリーン購入率92％）についてエコ商品への転換を図りました。

また、社用封筒を見直し、古紙50％再生紙使用のものへの切り替え

を実施しました。

コピー用紙も上質古紙のものから、新聞古紙を主体とした白色度

70%のエコマーク適合グリーン商品へ切り替えています。

グリーン梱包�5

1）パルプモールド

パルプモールドは、溶かした古紙を製品の形状に合わせて成型し

たクッション材です。

当社では対象製品の条件として、製品重量5ｋg以下、月あたりの

生産台数300台以上、製品強度60G以上（120cmの自由落下相当）

としています。

2）フィルムクッション

フィルムクッションは、滑りにくく柔軟で強靭なフィルムを、段ボール製の

枠に貼り付け、製品を宙に浮かせる状態で衝撃を吸収するクッション

材で、その汎用性の高さから、国内と米国のパソコン関連機器などで

広く使用されています。

フィルムの弾力性を生かせる外形寸法と質量（およそ20kg以下）で

あれば、多くの製品に適用可能です。

このフィルムは段ボールからの剥離も容易にでき、低温焼却でも有害

ガスを発生しないため焼却処分ができます。

YOKOGAWAグループ製品の中でも、とくに発泡材が多く使われているのは電子計測器です。この
機種をまずトップランナーとして、リサイクルし易い包装材の使用、包装材の種類削減などを目的
として、パルプモールド、フィルムクッションの採用を検討し、各種の信頼性評価を実施して切り替えを
行なっています。

レコーダーμR1000のパルプモールドによる梱包

フィルムクッション材によるDＬ1500シリーズの梱包



環境パフォーマンス�

電気設備� ユーティリティ� 生産設備� 排気設備� 排水設備� 浄化設備�

電力センサ� 水量センサ� 熱量センサ� 風量センサ�

環境計測センサ�

気体分析センサ� 水質分析センサ�

電力� 水・ガス・熱量� 作業環境� 工場排出環境� 浄化状況�

資源・エネルギーモニタリングシステム� 環境モニタリングシステム�

環境負荷・資源生産性管理システム�ビル管理システム�

水環境改善装置�

■環境負荷・資源生産性管理システムの構成�

これは資源・エネルギー・環境センサー群に支えられた2つのサブシステムすなわち「資源・エネルギーモニタリングシステム」
と「環境モニタリングシステム」から構成されています。�

微生物投入式排水処理システムは、高い分解能力を持った有効な微生物を活性増殖させた上、排水量に合わせ自動投入する画期的なシステムです。�
添加する微生物を選定することにより、あらゆる性状の排水に適用でき、少ない設置スペースで高い処理能力が発揮できます。�

微生物投入方式は高いMLSS濃度（15,000mg/L）でばっ気槽を運転
することにより、処理量を向上し余剰汚泥を減少にすることが可能です。�
このために、効率良くばっ気槽の溶存酸素濃度を上げることが必要です。�
本システムでは返送汚泥を高効率の気体溶解装置を通すことにより、
高濃度の酸素を供給しながら活性汚泥をばっ気槽に返送します。�
効率の良い気体溶解装置を採用しているため、他のばっ気装置は不要
となります。�

活性汚泥方式との比較（事例）�

※微生物投入式排水処理システムでは各槽の容積は、活性汚泥法の
1/4となります。更に油水分離、油脂貯留槽は不要であり、汚泥貯留、
脱水機も最小限に設計可能です。�

微生物添加装置�

スクリーン�

原水槽� 調整槽� ばっ気槽�

気体溶解装置�

返送汚泥�
酸素発生装置�
（PSA）�

沈殿槽�

排水流入�

P P

水処理フローの一例�

�
① 原水条件�
 BOD�
 n-Hex�
② 各槽容積比�

活性汚泥方式�
�
 2,000mg�
 100mg�

4

微生物投入方式�
�

無限大�
500mg�
1

グリーンソリューション�6

これからのYOKOGAWAグループは、グリーン設計による環境調和型製品の提供のみならず、環境
マネジメント活動から得られたノウハウを盛り込んだグリーンソリューションをお客さまに提供する
ことにより、お客さまの生産活動・社会活動の場における地球環境の負荷低減、循環型社会の実現に
貢献します。
「環境負荷・資源生産性管理システム」は、YOKOGAWAグループのグリーンソリューションの
集大成です。
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地下水�

　 汚染原水�
汚染負荷に合わせた制御が可能となります。�
（高負荷時停止、交互制御等）�
�
　 処理排水�
下水道法、排水基準への連続チェックが行なえます。�
（異常時警報発信）�
�
　 処理排気�
活性炭破過状態を検知し事前に通報できます。�
（予測警報発信）�
また、大気汚染防止法への連続チェックが行なえます。�
（異常時警報発信）�

処
理
水
の
有
効
利
用
　
河
川
へ
の
放
流�

中水・工業用水�
処理装置�

排水処理装置�排気処理装置� 排気処理装置�

曝気・処理槽�【地下水浄化装置】�【土壌ガス浄化装置】�

下水道排水�

23

14

5

UV、オゾン、活性炭、光触媒等�

T-VOC測定ポイント�

6

エネルギーサーバ�
（DOS/V PC）�

Ethernet

電力�

生
産
台
数�

蒸気� 重油� ガス／エア� 用水�

クランプ型CT 分割型CT

（FA - M3）�

資源・エネルギーモニタリングシステム�

「電力モニタリングシステム」は、甲府事業所ですでに稼働中です。このシステムに、水・ガス・地域温冷熱など各ユーテリィティーを対象に加えると�
「資源・エネルギーモニタリングシステム」になります。�

お客さまの生産設備、電力をはじめとする各種ユーテリィティーおよび各種の環境対策設備にはYOKOGAWAグループの分析センサー類が随所でお役に立っています。�
図は土壌・地下水の浄化設備における「連続VOC計による浄化監視システム」の構成例です。�

1

3

2

土　壌�

　 汚染源ガス　上記　 と同様。�
　 汚染源ガス　上記　 と同様。�5

4 1

3

周辺ガス�

　 労働衛生許容範囲か、周辺人家等にVOCが漏れて�
　いないかチェックが行なえます。�
（異常時警報発信）�

6

連続VOC計による浄化監視システム�

16



環境パフォーマンス�

法規制と実績�7

1）サイト別の環境データ（1999年度）

環境負荷の大きい特定施設をもつ各サイトの排出実測値です。

項目�

シアン�

六価クロム�

銅化合物�

フッ素化合物�

全クロム化合物�

トリクロロエチレン�

テトラクロロエチレン�

実績（最大）�

不検出�

不検出�

0.03�

12.3�

0.14�

不検出�

0.0017

規制値�

1�

0.5�

3�

15�

2�

0.3�

0.1

■水質（都条例）�

物質�

NOx（ppm）�

�

ばいじん（g/Nm3）�

�

塩化水素（ppm）�

硫酸（mg/Nm3）�

トリクロロエチレン（ppm）�

テトラクロロエチレン（ppm）�

設備�

冷温水発生機�

ガスエンジン�

冷温水発生機�

ガスエンジン�

スクラバー�

スクラバー�

洗浄機�

洗浄機�

規制値�

150�

600�

0.03�

0.04�

25�

1�

100�

100

実績（最大）�

70�

214�

0.0006�

0.0007�

不検出�

不検出�

25�

35

■大気（都条例）�

横河電機　本社工場　●所在地／東京都武蔵野市中町2-9-32（準工業地）�

物質�

NOx（ppm）�

SOx（Nm3/h）ーK値規制�

ばいじん（g/Nm3）�

設備�

冷温水発生機�

冷温水発生機�

冷温水発生機�

規制値�

150�

2.78�

0.1

実績（最大）�

66�

不検出�

不検出�

■大気（県条例）�

横河電機　甲府事業所　●所在地／山梨県甲府市高室町155（国母工業団地内）�

項目�

シアン�

六価クロム�

銅化合物�

フッ素化合物�

全クロム化合物�

トリクロロエチレン�

実績（最大）�

不検出�

不検出�

0.14�

0.8�

不検出�

不検出�

規制値�

0.1�

0.05�

1�

1�

0.5�

0.3

■水質（県条例）�

水質（横河ファインテックでは無排水の廃液処理設備を導入しているため、�

　　　排水の監視・測定データは除外しています。）�

物質�

塩化水素（ppm）�

シアン（ppm）�

トリクロロエチレン（ｍg/Nm3）�

トルエン、キシレン（ppm）�

設備�

スクラバー�

スクラバー�

洗浄機�

塗装�

規制値�

25�

10�

500�

200

実績（最大）�

不検出�

不検出�

180�

13

■大気（都条例）�

横河ファインテック　●所在地／東京都あきる野市小峰台1（工業団地）�

物質�

NOx（ppm）�

ばいじん（g/Nm3）�

SOx（Nm3/h）ーK値規制�

設備�

貫流式ボイラー�

貫流式ボイラー�

貫流式ボイラー�

規制値�

130�

0.18�

0.65

実績（最大）�

33�

0.0028�

0.009

■大気（県条例）�

横河フローテック　●所在地／三重県久居市庄田町字若林2202-2（工業団地）�

項目�

トリクロロエチレン�

実績（最大）�

0.22

規制値�

0.3

■水質（県条例）�

物質�

ＮＯｘ（ppm）�

ばいじん（g/Nm3）�

設備�

ボイラー�

ボイラー�

規制値�

180 �

0.3 

実績（最大）�

76�

0.046

■大気（県条例）�

横河エレクトロニクス　原町工場　●所在地／福島県原町市高見町2-24（工業団地）�

（mg/リットル）�

（mg/リットル）�

（mg/リットル）�

2）有害化学物質への対応－PRTR（環境汚染物質排出・移

動登録）の取り組み

PRTR法（特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理

の改善の促進に関する法律）が法制化され、2001年4月から施

行されます。化学物質の管理はますます重要になってきており、有

害化学物質の一部使用禁止、使用量の抑制等、環境負荷低減の

活動を強力に展開していきます。

PRTR法の対象物質は354物質あり、そのうち行政を通じて報告

義務のある該当物質はYOKOGAWAグループ1999年度実績と

して右の7物質でした。

3.1�

9.2�

11.5�

27.4�

2.4�

1.4�

0.7

シアン化合物�

トルエン�

キシレン�

トリクロロエチレン�

テトラクロロエチレン�

ジクロロメタン�

ホルムアルデヒド�

単位：t/1999年�

物質名� YOKOGAWAグループ�
9サイト合計使用量�
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